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(57)【要約】
本発明に係る人工前庭器官システムは、人工半規管と、
前記人工半規管内に充填された液体と、前記人工半規管
内で前記液体の動きを感知する人工有毛手段と、人工有
毛手段で発生された信号を生体刺激信号に変換する信号
変換部と、前記生体刺激信号を用いて生体刺激パルスを
生成し、膨大部に伝達する生体刺激パルス生成部と、各
構成要素に電源を供給する電源部とを含んでなる。前記
人工有毛手段は、液体の流動による圧力を感知する圧力
感知式、若しくは液体の流動による流速を感知する速度
感知式からなることができる。圧力感知式の人工有毛手
段は、曲げセンサ、ピエゾセンサ、ＦＳＲセンサのうち
、１つから構成することができ、前記速度感知式の人工
有毛手段は、液体の流動によって回転する回転翼と、前
記回転翼の回転速度を測定する速度測定機構を含んでな
ることができる。本発明に係る人工前庭器官システムは
、前庭器官が損傷した人体に適用され、半規管の役割を
代替することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位置変化によって電気信号若しくは磁気信号を発生させる人工有毛手段と、
　前記人工有毛手段で発生された電気信号若しくは磁気信号を用いて生体刺激パルスを生
成し、膨大部に伝達する生体刺激パルス生成部と、
を含む人工前庭器官システム。
【請求項２】
　前記人工有毛手段と生体刺激パルス生成部に電源を供給する電源部をさらに備えること
を特徴とする、請求項１に記載の人工前庭器官。
【請求項３】
　内部の一面に人工有毛手段を含む人工半規管と、
　前記人工半規管内に充填された液体と、
　前記人工半規管内に位置し、人工半規管内の液体の動きによって電気信号若しくは磁気
信号を発生させる人工有毛手段と、
　前記人工有毛手段で感知した電気信号若しくは磁気信号を用いて生体刺激パルスを生成
し、前記生成された生体刺激パルスを膨大部に伝達する生体刺激パルス生成部と、
を含む人工前庭器官システム。
【請求項４】
　前記人工前庭器官システムは、
　前記人工有毛手段で発生した電気信号若しくは磁気信号を生体刺激信号に変換する信号
変換部と、
　前記人工有毛手段と信号変換部及び生体刺激パルス生成部に電源を供給する電源部と、
をさらに備えることを特徴とする、請求項３に記載の人工前庭器官システム。
【請求項５】
　前記人工有毛手段は、液体の流動による圧力を感知する圧力感知式からなることを特徴
とする、請求項１及び請求項３のいずれか一項に記載の人工前庭器官システム。
【請求項６】
　前記圧力感知式の人工有毛手段は、摩擦帯電（ｔｒｉｂｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｃｈａｒ
ｇｉｎｇ）方式を利用するトリボセンサ方式からなることを特徴とする、請求項５に記載
の人工前庭器官システム。
【請求項７】
　前記圧力感知式の人工有毛手段は、曲げセンサからなることを特徴とする、請求項５に
記載の人工前庭器官システム。
【請求項８】
　前記圧力感知式の人工有毛手段は、ピエゾセンサからなることを特徴とする、請求項５
に記載の人工前庭器官システム。
【請求項９】
　前記圧力感知式の人工有毛手段は、ＦＳＲ（ｆｏｒｃｅ　ｓｅｎｓｉｎｇ　ｒｅｓｉｓ
ｔｏｒ）センサ方式からなることを特徴とする、請求項５に記載の人工前庭器官システム
。
【請求項１０】
　前記人工有毛手段は、液体の流動による流速を感知する速度感知式からなることを特徴
とする、請求項３に記載の人工前庭器官システム。
【請求項１１】
　前記速度感知式の人工有毛手段は、
　液体の流動によって回転する回転翼と、
　前記回転翼の回転速度を測定する速度測定機構と、
を含んでなることを特徴とする、請求項１０に記載の人工前庭器官システム。
【請求項１２】
　前記速度測定機構は、ホールセンサ及び光学エンコーダのいずれか１つから構成される
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ことを特徴とする、請求項１１に記載の人工前庭器官システム。
【請求項１３】
　前記人工前庭器官システムは３つで構成されるが、それぞれ互いに異なる３軸にそれぞ
れ配置されて全方位を認知することを特徴とする、請求項１及び請求項３のいずれか一項
に記載の人工前庭器官システム。
【請求項１４】
　前記３軸は、ピッチ軸、ヨー軸、ロール軸であることを特徴とする、請求項１３に記載
の人工前庭器官システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は人体に適用され、損傷した半規管の役割を代替することができる人工前庭器官
システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　前庭器官は、耳の最も内側にある内耳に位置し、身体の平衡感覚を担当する身体組織で
あって、円形嚢と球形嚢で構成されて平衡感覚を担当する前庭と回転感覚を感知する３つ
の半規管からなる。
【０００３】
　前庭の平衡班には、繊毛上に耳石が載っており、人体が傾いたり加速度運動をしたりす
ると、繊毛が耳石の動きを認識して感知する。
【０００４】
　各半規管は、回転運動の感知を担当し、その位置によって前半規管、後半規管、外側半
規管で構成され、空間の３つの平面において、それぞれ互いに直角に位置する。
【０００５】
　半規管内はリンパ液で充填されており、半規管内の有毛細胞がリンパ液の動きを感知す
ることによって回転運動を認識する。
【０００６】
　人が頭を傾けたり、体を動かしたりすると、重力によって前庭器官の耳石が傾くことに
なり、有毛細胞を刺激して小脳が位置感覚を感じる。
【０００７】
　すなわち、前庭は重力や三次元的な線形加速度運動を感知する機能をして、半規管は３
つの官からなり、リンパ液の流れによって体の回転動きを感知する。
【０００８】
　しかし、かかる前庭器官に障害が生じる場合、平衡感覚及び回転運動感知機能を喪失し
て正常な活動ができなくなるので、これを代替することができる人工前庭器官の開発が至
急に求められている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上述した従来の問題点を解決するためになされたものであり、人体に適用さ
れ、損傷した半規管及び有毛細胞の役割を代替することができる人工前庭器官システムを
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記目的を達成するため、本発明に係る人工前庭器官システムは、人工半規管と、前記
人工半規管内に充填された液体と、前記人工半規管内において前記液体の動きを感知する
人工有毛手段と、人工有毛手段で発生した信号を生体刺激信号に変換する信号変換部と、
前記信号変換部で変換された生体刺激信号を膨大部に伝達する生体刺激パルス生成部と、
前記人工有毛手段と信号変換部及び生体刺激パルス生成部に電源を供給する電源部とを含
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んでなる。
【００１１】
　前記人工有毛手段は、液体の流動による圧力を感知する圧力感知式であってもよい。
【００１２】
　前記圧力感知式の人工有毛手段は、曲げ素子を用いる曲げセンサ方式からなってもよく
、ピエゾ素子を用いるピエゾセンサ方式からなってもよく、重合体フィルムを用いるＦＳ
Ｒ（ｆｏｒｃｅ　ｓｅｎｓｉｎｇ　ｒｅｓｉｓｔｏｒ）センサ方式からなってもよい。
【００１３】
　前記人工有毛手段は、液体の流動による流速を感知する速度感知式であってもよい。
【００１４】
　前記速度感知式の人工有毛手段は、液体の流動によって回転する回転翼と、前記回転翼
の回転速度を測定する速度測定機構を含んでなることができる。
【００１５】
　前記速度測定機構は、ホールセンサからなってもよく、または光学エンコーダからなっ
てもよい。
【発明の効果】
【００１６】
　以上で説明したような本発明に係る人工前庭器官システムは、前庭器官が損傷した人体
に適用されて半規管の役割を代替することにより、前庭器官の損傷によって生活に支障を
きたす人のリハビリに役立てるというメリットがある。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明に係る人工前庭器官システムを概略的に示す構成図である。
【図２ａ】本発明に適用される圧力感知式の人工有毛手段を概略的に示す構成図である。
【図２ｂ】本発明に適用される速度感知式の人工有毛手段を概略的に示す構成図である。
【図３】本発明に適用される圧力感知式の人工有毛手段の作動プロセスを示す例示図であ
る。
【図４】本発明の人工有毛手段内の構造を通じた摩擦帯電方式に関する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、図面を参照し、本発明の好適な実施例に係る人工前庭器官システムの構造及び動
作について具体的に説明する。
【００１９】
　図１は、本発明の好適な実施例に係る人工前庭器官システムを概略的に示す構成図であ
る。
【００２０】
　図１を参照すると、本発明に係る人工前庭器官システムは、人工半規管１０と、前記人
工半規管１０内に充填された液体１２と、前記人工半規管１０内において前記液体１２の
動きを感知する人工有毛手段１４と、前記人工有毛手段１４で発生した電気信号、若しく
は磁気信号を生体刺激信号に変換する信号変換部１９と、前記信号変換部で変換された生
体刺激信号を膨大部に伝達する生体刺激パルス生成部１６と、前記人工有毛手段１４と信
号変換部及び生体刺激パルス生成部１６に電源を供給する電源部１８とを含んでなる。
【００２１】
　前記人工半規管１０は、密閉式チューブ管の形に作製してもよく、図１に示すように円
形のチューブ管の形に作製してもよく、図２ａに示すように半円形のチューブ管の形に作
製してもよい。
【００２２】
　前記人工半規管１０内に充填された液体１２は、人工リンパ液に該当する。
【００２３】
　前記生体刺激パルス生成部１６は、前庭神経刺激用電極から構成することができる。
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【００２４】
　前記人工有毛手段１４は、人工半規管内の液体１２の動きを感知し、液体の動きによっ
て電気信号、若しくは磁気信号を生成して信号変換部へ出力する。前記人工有毛手段１４
は、液体１２の流動による圧力を感知し、感知された圧力に応じる電気信号、若しくは磁
気信号を生成して出力する圧力感知方式で構成してもよく、液体１２の流れによる流速を
感知し、感知された流速に応じる電気信号、若しくは磁気信号を生成して出力する速度感
知方式で構成してもよい。
【００２５】
　前記圧力感知式の人工有毛手段１４は、液体１２の流動圧力を感知できる様々な形態の
センサのうち、１つからなり得るが、例えば、曲げセンサ（ｆｌｅｘ　ｓｅｎｓｏｒ）、
ピエゾセンサ（Ｐｉｅｚｏ　ｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｓｅｎｓｏｒ）、ＦＳＲ（ｆｏｒｃｅ　
ｓｅｎｓｉｎｇ　ｒｅｓｉｓｔｏｒ）センサなどを用いることができる。
【００２６】
　図２ａは、人工有毛手段として曲げセンサを用いる場合を例示的に示す使用状態図であ
る。図２ａを参照すると、前記曲げセンサは、外部の圧力によって変形若しくは曲げが生
じる曲げ素子１４１を用いるものであって、曲げ素子１４１の変形度合いに応じて抵抗値
が変わることによって液体の流動圧力の変化を測定する。
【００２７】
　前記曲げセンサは、図１に示す円形の人工半規管１０だけでなく、図２ａに示す半円形
の人工半規管１０´にも適用することができる。
【００２８】
　前記ピエゾセンサは、結晶体が圧力を受けて結晶体内に電荷が発生するか、逆に結晶体
に電界を加える際に機械的変形を起こすピエゾ素子によって圧力変化を測定する。
【００２９】
　前記ＦＳＲセンサは、圧力が加えられることによって抵抗が減少する重合体フィルム（
ｐｏｌｙｍｅｒ　ｆｉｌｍ）素子により圧力変化を測定する。ここで、前記ＦＳＲセンサ
による抵抗値の変化を電気信号に変えるためには、ホイートストンブリッジを活用するこ
とができる。
【００３０】
　図２ｂは、人工有毛手段を速度感知方式で構成した場合を例示的に示す使用状態図であ
る。図２ｂを参照すると、前記速度感知方式の人工有毛手段１４は、液体１２の流れによ
って回転するように構成された回転翼１４２と、前記回転翼１４２の回転速度を測定する
速度測定機構を含んでなることができる。ここで、前記速度測定機構は、ホールセンサな
いしは光学エンコーダで構成することができる。
【００３１】
　以下、前述した構成からなる本発明に係る人工前庭器官システムの動作について具体的
に説明する。
【００３２】
　まず、人体が回転運動をすると、前記人工半規管１０内の液体１２が流動し、液体１２
の流動によって前記人工有毛手段１４が反応することで電気信号が発生される。
【００３３】
　前記人工有毛手段１４を圧力感知方式で構成した場合、圧力感知のために用いられたセ
ンサの特性によって液体１２の流動圧力を測定し、それに応じる電気信号を発生する。前
述したように、圧力感知のために曲げセンサ、ピエゾセンサ、ＦＳＲセンサのうち、１つ
を用いることができる。
【００３４】
　図３は、曲げセンサを用いて人工有毛手段を構成した場合、人工有毛手段の動作を説明
するため、例示的に示す状態図である。図３に示すように、特に人工有毛手段１４として
曲げセンサを用いた場合、人工半規管１０´が回転すると、人工半規管の回転によって液
体１２が流動することになり、液体流動の影響を受けて曲げ素子１４１が液体１２の流動
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方向、すなわち人工半規管の回転による相対的な回転方向に傾くことになる。このように
回転によって曲げ素子の傾きが発生し、かかる曲げ素子１４１の変形度合いに応じて抵抗
値が変わることによって液体の流動圧力の変化を測定する。
【００３５】
　一方、図２ｂに示すように、人工有毛手段１４を、回転翼と速度測定機構を含む流速感
知方式で構成する場合、回転翼が液体１２の流れによって回転し、速度測定機構が、かか
る回転翼の動きの速度を感知して感知された速度に対応する電気信号を発生させ、出力す
る。前記速度測定機構には、ホールセンサ若しくは光学エンコーダを用いることができる
。
【００３６】
　続いて、前記信号変換部１９では、人工有毛手段１４から伝達された電気信号を生体刺
激信号に変換させて、生体刺激パルス生成部へ提供する。生体刺激パルス生成部１６は、
前庭神経刺激用電極で構成され、信号変換部から提供された生体刺激信号を生体刺激パル
スに変換して膨大部へ伝達することになり、膨大部に伝達された生体刺激パルスによって
、人体が回転運動を感知する。
【００３７】
　一方、前述した構成を有する本発明に係る人工前庭器官システムにおいて、人工有毛手
段１４で発生する電気信号が微弱な場合には、それを増幅するための信号増幅部をさらに
備えることができる。前記信号増幅部は、反転増幅器、非反転増幅器、若しくは計測増幅
器などで構成することができる。前記信号増幅部は、人工有毛手段の出力端若しくは信号
変換部の出力端に連結して使用することができる。
【００３８】
　前記生体刺激パルス生成部１６は、信号変換部から伝達を受けた生体刺激信号によって
神経の発火率を決定し、発火率に該当する周波数のパルス信号を生成して出力することに
なる。前記生体刺激パルス生成部１６は、電圧制御発振器（ｖｏｌｔａｇｅ　ｃｏｎｔｒ
ｏｌｌｅｄ　ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ：ＶＣＯ）で構成することができる。
【００３９】
　一方、本発明において、前記曲げ素子１４１を、摩擦帯電（ｔｒｉｂｏｅｌｅｃｔｒｉ
ｃ　ｃｈａｒｇｉｎｇ）方式が可能なように構成すると、別途の電源供給手段がなくても
作動が可能である。ここで、摩擦帯電方式とは、金属物体同士の摩擦によって生成される
電気を用いる方式である。
【００４０】
　図４は、本発明に係る人工前庭器官システムにおいて、人工有毛手段として摩擦帯電方
式の曲げ素子を用いた場合を例示的に示す構成図である。図４を参照すると、摩擦帯電方
式の曲げ素子は、１組の金属部材１４３を相互に接触可能に配置して構成することで、両
金属部材１４３同士の動きによって両金属部材１４３が互いに摩擦し合って電気が発生す
ることになるので、これを電源として用いることができる。すなわち、人が動くと人工半
規管の液体によって曲げ素子が動き、それによって内側にある金属部材同士が摩擦を起こ
すことになる。
【００４１】
　本発明の場合、人体内部において低電力で作動することが可能なため、該当チャージ方
式を用いるに非常に適合する。
【００４２】
　一方、本発明に係る人工前庭器官システムを３軸、すなわちピッチ軸、ヨー軸、ロール
軸に拡張して構成し、これを三半規管内に設けることができる。このように構成された人
工前庭器官システムを三半規管に設ける場合、全方位に対する認識が可能になる。
【００４３】
　以上、本発明について好適な実施例を中心に説明したが、これは例示であるだけで、本
発明を限定するものではなく、本発明の属する分野における通常の知識を有する者であれ
ば、本発明の本質的な特性から外れない範囲内で、以上に例示されていない様々な変形と
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応用が可能であることが分かるでしょう。さらに、かかる変形と応用に関係した相違点に
ついては、請求の範囲において規定する本発明の範囲に含まれるものとして解析すべきで
ある。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　本発明に係る人工前庭器官システムは、医療分野において広く使用することができる。
 

【図１】 【図２ａ】

【図２ｂ】
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【図３】 【図４】

【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
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　本発明に係る人工前庭器官システムは、医療分野において広く使用することができる。
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